











ク報告）をブレア政権に答申し［The Adversory Group on Citizenship 




幼稚園児から 12 年生までをK-4、5-8、9-12 という 3 段階に分けて、市民




る（２）。数学と科学の国際的な学力調査である Trends in International 
Mathematics and Science Study（TIMSS）を実施していることで知られる
148
国際教育到達度評価学会（IEA）は、28 カ国・地域の約 90,000 人の 14 歳児
と 16 カ国の約 50,000 人の 16-19 歳児を対象として、1999 年から 2000 年に





























































































































































































が、06 年度から開始された小中一貫教育である。02 年 3 月に小中一貫校開
設をアナウンスし、03 年 8 月には構造改革特別区域（小中一貫教育特区）
として認定された（１０）品川区では、『品川区小中一貫教育要領』を独自に作





























市民科の年間標準授業時数は、1-4 学年が 70（週当たり 2）、5-7 学年が





















15 頁）。すなわち、a. 教科書の単元（指導項目）の計画、b. 自校の生徒の実
態調査・確認（学年始め、学年末に実施）、c. 調査結果の分析と課題、d. 指
導の狙いの重点化、e. 教科書、指導書、補助資料の活用、f. 評価、g. 個別指
導という 7段階として提示している。さらに、指導書は同書の活用方法を以

















（教科書 8頁）に掲載され、右頁（教科書 9頁）にはステップ 2として日本
国憲法第 11 条の一部（国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない）






















狙いを有している（指導書 107 頁）。教科書では、ステップ 1として電車内
の座席で眠る 1人の少年と、歩道で喫煙する 3人の少年を描いた 2枚のイラ
ストが掲載され、社会における正義とは何なのかを考えるという課題提示が
158



















































































































































Service Volunteers（CSV））、シティズンシップ協会（Institute for Citizenship）、世










（5）2008 年 3 月に改訂が告示されたのは、『幼稚園教育要領』、『小学校学習指導要領』、『中
学校学習指導要領』であり、それぞれ 2009 年度、2011 年度、2012 年度から完全実施
される。また、『高等学校学習指導要領』と『特別支援学校幼稚部教育要領』、『特別
支援学校小学部・中学部学習指導要領』、『特別支援学校高等部学習指導要領』は
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　本論文は、私立大学戦略的研究基盤形成支援事業「グローカル化時代に再編する日本の
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